
 

 

点検結果表（規制の事前評価） 

政策の名称 非稼働病床の削減要請・勧告 府省名 厚生労働省 

根拠となる法令 
■法律     □政令     □府省令     □告示     □その他 

医療法 

規制の区分 ■新設等             □緩和               □廃止 

「○」:評価書の分析・説明に課題（疑問点・問題点等）があるもの。 
「※」:点検過程における各府省からの補足説明（＜点検結果表の別紙＞参照）により課題が解消したもの。 
「○※」:点検過程における各府省からの補足説明（＜点検結果表の別紙＞参照）により課題の一部が解消したも

の（なお、「評価の実施状況」欄には評価書を踏まえた区分を、次の【課題の説明】欄には、評価書及び
補足説明を踏まえた課題内容を記載していることから、両者の内容が一致しない場合がある。）。 

点検項目 評価の実施状況 
課
題 

① 
規制の目的、 
内容及び必要性 

■説明あり □説明なし  

費
用
の
分
析 

② 遵守費用 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □負担なし □分析なし  

③ 行政費用 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □負担なし □分析なし  

④ 
その他の 
社会的費用 

□金銭価値化 □定量化 □定性的記述 ■負担なし □分析なし  

⑤ 便益の分析 □金銭価値化 □定量化 ■定性的記述 □分析なし  

⑥ 
費用と便益の 
関係の分析 

□費用便益分析 □費用効果分析 □費用分析 ■定性的な分析 □分析なし  

代
替
案 

⑦ 
代替案の 
設定 

■設定あり □想定される代替案なし □設定なし  

⑧ 
代替案との 
比較 

■費用・便益で比較 □費用で比較 □便益で比較 □比較なし ※ 

⑨ 
レビューを行う
時期又は条件 

■設定あり □設定なし ※ 

【課題の説明】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

【点検結果表の別紙】 

 

≪代替案との比較に係る補足説明≫ 

○ 当省の照会 

  代替案の費用及び便益について、以下のような課題があると考えられるため、この点を踏まえて適切に

説明する必要がある。 

① 代替案の遵守費用について、「地域医療構想の達成に際して、･･･削除要請や勧告に従わない医療機

関が、改正案の場合に比して増加する可能性があり、･･･追加的な負担等の影響が発生するおそれがあ

ります。」と記載しているが、費用として発生又は増減することが見込まれる具体的な要素を可能な限

り列挙し、説明することが必要である。 

具体的には、非稼働病床の削除要請や勧告を受けた医療機関について、これに従うための費用が改

正案と同様に発生することが想定される。 

② 代替案の行政費用について、「都道府県において、非稼働病床を有する医療機関に対する削除要請や

勧告にかかる費用が発生します」と記載しているが、費用として発生又は増減することが見込まれる

具体的な要素を可能な限り列挙し、説明することが必要である。 

具体的には、都道府県において非稼働病床を有する医療機関に対する削除要請や勧告に係る費用が

改正案と同様に発生することが想定される。 

③ 代替案の便益について、「･･･地域において当該医療機関以外の医療機関に追加的な負担等の影響が

発生するおそれがあります」と記載しているが、これは遵守費用についての「地域医療構想の達成に

際して、･･･削除要請や勧告に従わない医療機関が、改正案の場合に比して増加する可能性があり、･･･

追加的な負担等の影響が発生するおそれがあります」という説明と同じ事象を述べたものであり、便

益が二重に計上されていると考えられる。 

 

○ 厚生労働省の説明 

  ① 非稼働病床の削除要請や勧告を受けた医療機関について、これに従うための費用が改正案と同様に

発生する。 

  ② 都道府県において非稼働病床を有する医療機関に対する削除要請や勧告に係る費用が改正案と同様

に発生する。 

  ③ 代替案の便益について、非稼働病床の削除要請や勧告を受けた医療機関が当該要請等に従った場合

に限り、都道府県が策定する地域医療構想の実現の促進が図られ、病床機能の分化と連携による医療

資源の有効活用が進むという改正案と同様の便益が発生する。 

 

≪レビューを行う時期又は条件に係る補足説明≫ 

○ 当省の照会 

  レビューを行う時期又は条件について、「この法律の公布後必要に応じ、･･･検討を加え、必要があると

認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする検討規定を設けており、当該規定に基

づき、検討を行います」と記載しているが、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律案の附則第２条第４項において「政府は、前三項に定める事項のほか、こ

の法律の公布後五年を目途として、この法律による改正後のそれぞれの法律の施行の状況等を勘案し、改

正後の各法律の規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を

講ずるものとする」と記載されていることから、本規定に基づいて適切に明示する必要がある。 

 

○ 厚生労働省の説明 

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律案において、

法律の公布後５年を目途として、この法律による改正後のそれぞれの法律の施行状況等を勘案し、改正後

の各法律の規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ず

るものとされています。 


